
継続的評価分析支援事業データベース
（平成19年1月1日～平成19年11月30日記入データ）

N=13,319

N=13,139
特定高齢者 N=1,463
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

40歳未満or106歳以上 N= 18
要介護度の現況未回答 N=162

特定高齢者 N=1,463

N=11,676
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

N=7,100
要支援１ N=3,567
要支援２ N=3,533

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前のサービス利用状況の質問に
対し、「新予防給付を利用していた」と回
答 N=4,576

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前の要介護認定の状況の質問に
対し、「一般高齢者」、「特定高齢者」、
「要支援１」、「要支援２」、「経過的要介
護」と回答 N=4,359N=2,741

要支援１ N= 954
要支援２ N=1,787

改善群

利用回数増加 利用回数不変 利用回数減少

N=26

※改正前の要介護度やサービス利用回数については、登録時に、対象者から聞くという方法で行った。

N=210 N=716 N=194

介護予防サービスの利用回数の変化ごとの介護度の変化について（図）

制度改正前後の要介護度の変化

N=1,120
要支援１ N= 397
要支援２ N=723

維持群 悪化群

N=152 N=32

改善群

N=128

制度改正前後の要介護度の変化

維持群 悪化群

N=527 N=61
改善群

N=48
維持群 悪化群

N=136 N=10

制度改正前後の要介護度の変化

制度改正前後のいずれも、通所介護の利用回数が記載されている者について解析

(12.4%) (72.4%) (15.2%) (17.9%) (73.6%) (8.5%) (24.7%) (70.1%) (5.2%)

登録時と制度改正前の利用サービスに
ついていずれも又はいずれか、通所介護
の利用回数を回答していない者
N=1,621

《通所介護の利用回数のみを使用》

※カイ2乗検定（3×3）の結果、要介護度の変化（改善・維持・悪化）と利用回数の変化（増加・不変・減少）との間に

統計学的に有意な関連があった。（p=0.0003）



継続的評価分析支援事業データベース
（平成19年1月1日～平成19年11月30日記入データ）

N=13,319

N=13,139
特定高齢者 N=1,463
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

40歳未満or106歳以上 N= 18
要介護度の現況未回答 N=162

特定高齢者 N=1,463

N=11,676
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

N=7,100
要支援１ N=3,567
要支援２ N=3,533

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前のサービス利用状況の質問に
対し、「新予防給付を利用していた」と回
答 N=4,576

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前の要介護認定の状況の質問に
対し、「一般高齢者」、「特定高齢者」、
「要支援１」、「要支援２」、「経過的要介
護」と回答 N=4,359N=2,741

要支援１ N= 954
要支援２ N=1,787

改善群

利用回数増加 利用回数不変 利用回数減少

N=10

※改正前の要介護度やサービス利用回数については、登録時に、対象者から聞くという方法で行った。

N=71 N=300 N=130

介護予防サービスの利用回数の変化ごとの介護度の変化について（図）

制度改正前後の要介護度の変化

N=501
要支援１ N= 129
要支援２ N=372

維持群 悪化群

N=52 N=9

改善群

N=55

制度改正前後の要介護度の変化

維持群 悪化群

N=217 N=28
改善群

N=39
維持群 悪化群

N=84 N=7

制度改正前後の要介護度の変化

制度改正前後のいずれも、通所リハの利用回数が記載されている者について解析

(14.1%) (73.2%) (12.7%) (18.3%) (72.3%) (9.3%) (30.0%) (64.6%) (5.4%)

登録時と制度改正前の利用サービスに
ついていずれも又はいずれか、通所リハ
の利用回数を回答していない者
N=2,240

《通所リハビリテーションの利用回数のみを使用》

※カイ2乗検定（3×3）の結果、要介護度の変化（改善・維持・悪化）と利用回数の変化（増加・不変・減少）との間に

統計学的に有意な関連があった。 （p=0.0204）



継続的評価分析支援事業データベース
（平成19年1月1日～平成19年11月30日記入データ）

N=13,319

N=13,139
特定高齢者 N=1,463
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

40歳未満or106歳以上 N= 18
要介護度の現況未回答 N=162

特定高齢者 N=1,463

N=11,676
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

N=7,100
要支援１ N=3,567
要支援２ N=3,533

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前のサービス利用状況の質問に
対し、「新予防給付を利用していた」と回
答 N=4,576

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前の要介護認定の状況の質問に
対し、「一般高齢者」、「特定高齢者」、
「要支援１」、「要支援２」、「経過的要介
護」と回答 N=4,359N=2,741

要支援１ N= 954
要支援２ N=1,787

改善群

利用回数増加 利用回数不変 利用回数減少

N=19

※改正前の要介護度やサービス利用回数については、登録時に、対象者から聞くという方法で行った。

N=117 N=610 N=193

介護予防サービスの利用回数の変化ごとの介護度の変化について（図）

制度改正前後の要介護度の変化

N=920
要支援１ N= 352
要支援２ N=568

維持群 悪化群

N=84 N=14

改善群

N=108

制度改正前後の要介護度の変化

維持群 悪化群

N=439 N=63
改善群

N=54
維持群 悪化群

N=128 N=11

制度改正前後の要介護度の変化

制度改正前後のいずれも、訪問介護の利用回数が記載されている者について解析

(16.2%) (71.8%) (12.0%) (17.7%) (72.0%) (10.3%) (28.0%) (66.3%) (5.7%)

登録時と制度改正前の利用サービスに
ついていずれも又はいずれか、訪問介護
の利用回数を回答していない者
N=1,821

《訪問介護の利用回数のみを使用》

※カイ2乗検定（3×3）の結果、要介護度の変化（改善・維持・悪化）と利用回数の変化（増加・不変・減少）との間に

統計学的に有意な関連があった。 （p=0.0093）



継続的評価分析支援事業データベース
（平成19年1月1日～平成19年11月30日記入データ）

N=13,319

N=13,139
特定高齢者 N=1,463
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

40歳未満or106歳以上 N= 18
要介護度の現況未回答 N=162

特定高齢者 N=1,463

N=11,676
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

N=7,100
要支援１ N=3,567
要支援２ N=3,533

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前のサービス利用状況の質問に
対し、「新予防給付を利用していた」と回
答 N=4,576

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前の要介護認定の状況の質問に
対し、「一般高齢者」、「特定高齢者」、
「要支援１」、「要支援２」、「経過的要介
護」と回答 N=4,359N=2,741

要支援１ N= 954
要支援２ N=1,787

改善群

利用回数増加 利用回数不変 利用回数減少

N=46

※改正前の要介護度やサービス利用回数については、登録時に、対象者から聞くという方法で行った。

N=326 N=1,121 N=405

介護予防サービスの利用回数の変化ごとの介護度の変化について（図）

制度改正前後の要介護度の変化

N=1,852
要支援１ N= 692
要支援２ N=1,160

維持群 悪化群

N=237 N=43

改善群

N=198

制度改正前後の要介護度の変化

維持群 悪化群

N=806 N=117
改善群

N=108
維持群 悪化群

N=278 N=19

制度改正前後の要介護度の変化

制度改正前後のいずれも、通所介護又は通所リハの利用回数が記載されている者について解析

(14.1%) (72.7%) (13.2%) (17.7%) (71.9%) (10.4%) (26.7%) (68.6%) (4.7%)

登録時と制度改正前の利用サービスに
ついていずれも又はいずれか、通所介護
及び通所リハのいずれの利用回数も回
答していない者 N=889

《通所介護及び通所リハビリテーションの合計利用回数を使用》

※カイ2乗検定（3×3）の結果、要介護度の変化（改善・維持・悪化）と利用回数の変化（増加・不変・減少）との間に
統計学的に有意な関連があった。 （p<0.0001）



継続的評価分析支援事業データベース
（平成19年1月1日～平成19年11月30日記入データ）

N=13,319

N=13,139
特定高齢者 N=1,463
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

40歳未満or106歳以上 N= 18
要介護度の現況未回答 N=162

特定高齢者 N=1,463

N=11,676
要支援１ N=5,604
要支援２ N=6,072

N=7,100
要支援１ N=3,567
要支援２ N=3,533

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前のサービス利用状況の質問に
対し、「新予防給付を利用していた」と回
答 N=4,576

現在の要支援１又は要支援２の認定を
受ける前の要介護認定の状況の質問に
対し、「一般高齢者」、「特定高齢者」、
「要支援１」、「要支援２」、「経過的要介
護」と回答 N=4,359N=2,741

要支援１ N= 954
要支援２ N=1,787

改善群

利用回数増加 利用回数不変 利用回数減少

N=50

※改正前の要介護度やサービス利用回数については、登録時に、対象者から聞くという方法で行った。

N=365 N=1,344 N=556

介護予防サービスの利用回数の変化ごとの介護度の変化について（図）

制度改正前後の要介護度の変化

N=2,265
要支援１ N= 797
要支援２ N=1,468

維持群 悪化群

N=265 N=50

改善群

N=239

制度改正前後の要介護度の変化

維持群 悪化群

N=965 N=140
改善群

N=147
維持群 悪化群

N=383 N=26

制度改正前後の要介護度の変化

制度改正前後のいずれも、通所介護、通所リハ又は訪問介護の利用回数が記載されている者について解析

(13.7%) (72.6%) (13.7%) (17.8%) (71.8%) (10.4%) (26.4%) (68.9%) (4.7%)

登録時と制度改正前の利用サービスに
ついていずれも又はいずれか、通所介護、
通所リハ及び訪問介護のいずれの利用
回数も回答していない者 N=476

《３サービスの合計利用回数を使用》

※カイ2乗検定（3×3）の結果、要介護度の変化（改善・維持・悪化）と利用回数の変化（増加・不変・減少）との間に

統計学的に有意な関連があった。 （p<0.0001）


